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安
定
性
高
い
地
熱
を
積
極
活
用
し
た

ア
フ
リ
カ
の
再
エ
ネ
大
国
ケ
ニ
ア

　
赤
道
直
下
の
ア
フ
リ
カ
東
部
に
位
置
す
る
ケ
ニ
ア
の

首
都
ナ
イ
ロ
ビ
に
は
国
連
環
境
計
画（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
）の
本

部
が
あ
り
ま
す
。
国
連
機
関
の
本
部
が
途
上
国
に
置
か

れ
た
の
は
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
が
最
初
で
す
。
赤
道
直
下
と
は
い

え
ナ
イ
ロ
ビ
は
高
度
が
１
６
０
０
㍍
を
超
え
る
の
で
、

比
較
的
過
ご
し
や
す
い
気
候
で
す
。
環
境
関
係
の
会
議

で
私
も
何
度
か
ケ
ニ
ア
を
訪
れ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
の
ケ
ニ
ア
が
今
や
電
力
の
約
90
％
を
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
で
賄
う
ア
フ
リ
カ
で
も
有
数
の
再
エ
ネ
大
国

と
な
っ
て
注
目
を
集
め
て
い
ま
す
。
ケ
ニ
ア
の
再
エ
ネ

の
中
心
は
地
熱
で
あ
り
、
そ
れ
に
加
え
て
水
力
・
風
力
・

太
陽
光
が
バ
ラ
ン
ス
よ
く
組
み
合
わ
さ
れ
た
独
自
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
と
な
っ
て
い
ま
す
。

世
界
的
に
も
突
出
の
再
エ
ネ
電
源
比
率

　
ケ
ニ
ア
は
２
０
２
５
〜
26
年
時
点
で
、
電
力
の
約

90
％
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
発
電
し
て
い
ま
す
。

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）の
２
０
２
６
年
報
告

に
よ
れ
ば
、
25
年
の
発
電
容
量
構
成
は
、
地
熱
26
％
、
水

力
24
％
、太
陽
光
12
％
、風
力
12
％
、火
力
26
％
で
す
が
、

実
際
の
発
電
量
で
は
約
90
％
が
再
エ
ネ
起
源
で
す
。

 

地
熱
発
電
は
ケ
ニ
ア
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
の
中
核
を

占
め
、ア
フ
リ
カ
最
大
規
模
で
あ
り
、世
界
的
に
も
上
位

に
入
り
、25
年
時
点
で
９
４
０
㍋
㍗
を
発
電
し
て
ま
す
。

地
熱
は
天
候
に
左
右
さ
れ
ず
安
定
供
給
が
可
能
な
た

め
、変
動
性
の
高
い
太
陽
光
・
風
力
を
補
完
す
る
役
割
を

果
た
し
て
い
ま
す
。

　
ケ
ニ
ア
の
地
熱
資
源
は
、
東
ア
フ
リ
カ
大
地
溝
帯
の

火
山
活
動
に
よ
っ
て
生
ま
れ
た
も
の
で
す
。
そ
の
メ

カ
ニ
ズ
ム
は
、
地
殻
が
裂
け
る
こ
と
で
マ
グ
マ
が
浅

い
場
所
に
上
昇
し
、
そ
の
熱
が
地
下
水
を
加
熱
、
巨
大

な
蒸
気
・
熱
水
貯
留
層
を
形
成
し
ま
す
。
そ
の
温
度
は

３
０
０
℃
以
上
に
達
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
こ
の
地

質
構
造
が
、
ケ
ニ
ア
を
世
界
有
数
の
地
熱
大
国
に
押
し

上
げ
て
い
る
の
で
す
。

　
ケ
ニ
ア
の
地
熱
発
電
所
の
代
表
例
は
オ
ル
カ
リ
ア
地

熱
発
電
所
で
、
ア
フ
リ
カ
初（
１
９
８
１
年
稼
働
）の
施

設
。現
在
は
オ
ル
カ
リ
ア 

Ｉ
〜
Ｖ
ま
で
複
数
の
発
電
所

が
稼
働
し
、
合
計
で
数
百
㍋
㍗
を
発
電
す
る
最
大
の
発

電
所
と
し
て
ケ
ニ
ア
の
電
力
供
給
を
支
え
て
い
ま
す
。

ま
た
、
メ
ネ
ン
ガ
イ
な
ど
新
規
フ
ィ
ー
ル
ド
の
開
発
も

進
ん
で
い
ま
す
。

太
陽
光
・
風
力
も
急
成
長
、
変
動
性

に
対
応
、電
力
ア
ク
セ
ス
も
向
上

　
太
陽
光
と
風
力
も
急
速
に
普
及
し
て
お
り
、
24
年
時

点
で
変
動
性
再
エ
ネ（
Ｖ
Ｒ
Ｅ
）の
比
率
は
19
％
に
達
し

ま
し
た
。内
訳
は
太
陽
光
４
％
、
風
力
14
％
で
す
。Ｖ
Ｒ

Ｅ
の
増
加
に
伴
い
、
電
力
系
統
の
安
定
性
が
新
た
な
課

題
と
し
て
浮
上
し
て
い
ま
す
。 

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
は
ケ
ニ
ア
の
電
力
系
統
が「
Ｖ
Ｒ
Ｅ
統
合

フ
ェ
ー
ズ
３
」に
あ
る
と
評
価
し
て
お
り
、こ
れ
は
再
エ

ネ
が
電
力
運
用
に
顕
著
な
影
響
を
与
え
始
め
る
段
階
で

す
。課
題
と
し
て
は
、①
出
力
変
動
に
よ
る
周
波
数
調
整

の
難
し
さ
、②
送
電
網
の
柔
軟
性
不
足
、③
予
測
技
術
の

高
度
化
の
必
要
性
、④
蓄
電
池
や
調
整
力
確
保
の
遅
れ
、

が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。Ｉ
Ｅ
Ａ
は
、30
年
に
向
け
て
こ

れ
ら
の
課
題
が
さ
ら
に
顕
在
化
す
る
と
指
摘
し
て
い
ま

す
。

　
他
方
、 

電
力
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
急
拡
大
し
て
お
り
、

「
全
国
電
化
」へ
前
進
。電
化
率
は
、
13
年
の
37
％
か
ら
、

25
年
の
79
％
（
都
市
部
は
ほ
ぼ
１
０
０
％
）と
向
上
し
、

大
き
な
成
果
を
上
げ
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
ケ
ニ
ア
は
オ
フ
グ
リ
ッ
ド
太
陽
光
の
普
及

で
東
ア
フ
リ
カ
の
75
％
を
占
め
る
ほ
ど
の
市
場
規
模
を

持
ち
、地
方
の
電
化
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
ま
す
。

　
25
年
の
ピ
ー
ク
需
要
は
２
３
１
６
㍋
㍗
で
、
前
年
か

ら
６
％
以
上
増
加
。 

電
力
消
費
の
中
心
は
ナ
イ
ロ
ビ

で
、
全
国
の
44
％
を
占
め
て
い
ま
す
。需
要
増
加
は
、
都

市
化
、
産
業
の
成
長
、
デ
ジ
タ
ル
経
済
の
拡
大
、
な
ど
が

背
景
に
あ
り
ま
す
。

　
ケ
ニ
ア
政
府
は
30
年
ま
で
に
電
力
の
１
０
０
％
を
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
供
給
す
る
と
い
う
目
標
を
掲

げ
、
25
〜
34
年
の
新
国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策（
Ｎ
Ｅ
Ｐ
）

草
案
で
は
、
再
エ
ネ
投
資
の
促
進
、
送
電
網
の
強
化
、
蓄

電
技
術
の
導
入
、規
制
改
革
の
推
進
、が
重
点
項
目
と
し

て
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

ケ
ニ
ア
の
今
後
の
課
題
と
展
望

　
ケ
ニ
ア
の
再
エ
ネ
は
成
功
例
と
し
て
語
ら
れ
る
こ
と

が
多
い
一
方
、以
下
の
課
題
が
顕
在
化
し
て
い
ま
す
。

①
送
電
網
の
柔
軟
性
不
足:

風
力
・
太
陽
光
の
増
加
に

よ
り
、系
統
の
安
定
性
に
揺
ら
ぎ 

②
蓄
電
池
・
調
整
力
の
不
足:

変
動
性
電
源
を
吸
収
す

る
た
め
の
蓄
電
設
備
が
ま
だ
不
十
分

③
投
資
の
偏
り:

地
熱
へ
の
依
存
が
大
き
く
、
他
の
再

エ
ネ
と
の
バ
ラ
ン
ス
調
整
が
必
要

④
地
方
の
電
化
の
遅
れ:

都
市
部
は
ほ
ぼ
１
０
０
％
だ

が
、農
村
部
で
は
依
然
と
し
て
未
電
化
地
域
が
残
る

　
ケ
ニ
ア
は
既
に
ア
フ
リ
カ
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
先
進
国
で
す
が
、今
後
は「
量
の
拡
大
」か
ら「
質
の
向

上
」へ
と
フ
ェ
ー
ズ
が
移
行
し
ま
す
。今
後
の
鍵
と
な
る

の
は
、
ス
マ
ー
ト
グ
リ
ッ
ド
化
、
蓄
電
池
の
大
規
模
導

入
、
地
熱
の
さ
ら
な
る
高
度
利
用
、
地
域
連
系
の
強
化

（
東
ア
フ
リ
カ
電
力
プ
ー
ル
）、民
間
投
資
の
拡
大
、な
ど

で
す
。Ｉ
Ｅ
Ａ
も
、ケ
ニ
ア
が
ア
フ
リ
カ
の
再
エ
ネ
統
合

モ
デ
ル
と
な
り
得
る
と
、
そ
の
可
能
性
を
評
価
し
て
い

ま
す
。

　
ケ
ニ
ア
は
25
〜
26
年
に
か
け
て
、「
再
エ
ネ
比
率

70
％
」「
電
化
率
79
％
」「
地
熱
大
国
」 

と
い
う
世
界
的

に
も
稀
有
な
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
確
立
し
ま
し
た
。一
方
で
、

再
エ
ネ
の
急
拡
大
に
伴
う
系
統
安
定
性
の
課
題
が
顕
在

化
し
て
お
り
、
次
の
ス
テ
ー
ジ
で
は
電
力
シ
ス
テ
ム
の

柔
軟
性
向
上
が
不
可
欠
で
す
。
ケ
ニ
ア
は
ア
フ
リ
カ
の

中
で
最
も
再
エ
ネ
が
進
ん
だ
国
で
あ
り
、今
後
の
政
策
・

技
術
導
入
次
第
で
は
、
世
界
的
な
再
エ
ネ
統
合
の
成
功

モ
デ
ル
と
な
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
と
い
え
ま
す
。


